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平成１９年度 第２回公共事業評価専門委員会

議 事 録（ 要 旨 ）

平成１９年 ９月２５日
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平成１９年度第２回公共事業評価専門委員会議事録

■日 時 平成１９年 ９月２５日（火）１３：３０～１６：３０

■場 所 ルポールみずほ

■出席者

○秋田県公共事業評価専門委員会委員

委員長 折田 仁典 秋田工業高等専門学校 教授

委 員 片野 登 秋田県立大学 生物資源科学部 教授

委 員 木村 一裕 秋田大学 工学資源学部 教授

委 員 小西 知子 あきたＮＰＯコアセンター 理事長

委 員 佐藤 照男 秋田県立大学 生物資源科学部 教授

委 員 佐藤 万里子 南部男女共同参画センター アドバイザー

委 員 澤口 勇雄 岩手大学 農学部 教授

委 員 進藤 利文 （財）秋田経済研究所 専務理事・所長

委 員 松橋 雅子 Ｍ’ｓ設計室

○秋田県

【農林水産部】

佐々木農林水産部参事、長谷部農山村振興課長、川原農地整備課長、

遠藤水産漁港課長、沓沢森林整備課長

【建設交通部】

篠田建設交通部次長、檜森建設交通部次長、北田参事(兼)建築住宅課長

小嶋都市計画課長、加藤道路課長、萩野河川砂防課長、山内港湾空港課長 他

■内 容

【１．開会】

【２．農林水産部次長、建設交通部次長あいさつ】

【４．委員長あいさつ】

以上 略
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【３．出席状況の報告】

事 務 局： 委員総数10名のうち９名が出席 「秋田県政策等の評価に関する条例」第。

13条第３項に定める定数を満たし、委員会が成立することを報告する。

【５．議事】

（１）評価概要説明など

事 務 局： 参考資料に基づき説明。

・評価制度の概要として、目的・種類・対象など説明。

・評価の今後スケジュール説明。

・終了箇所評価の新様式を添付。

・議事録の作成方法について要旨方式にする旨説明。

（２）議案第１号 評価の実施状況

事 務 局： 本日付けで知事から３９件について委員会へ諮問がなされている。

折田委員長： 農林水産部所管箇所の説明、質疑応答から始め、休憩を挟んだ後、建設交

通部所管箇所を農林同様の流れで進行したい。時間の関係により、３９件の

審議箇所の内、各課説明箇所をそのうち１２件とする。

○農林水産部所管事業について説明

農山村振興課：農業情勢は、米価低迷・高齢化の進行など厳しさを増している。本県の稲

作偏重の生産構造からの脱却を図るべく、生産基盤の整備や経営指導など様

々な面からサポートし、産業として自立できる農業を進めたい。こうした中

で、ほ場整備は、基盤整備だけではなく、営農の組織化・複合経営の促進な

ど農業経営の安定と活性化に資する事業として、積極的に推進する必要があ

る。今回の２地区は地元の意欲が極めて高く、地域特色を活かした新たな営

農展開が十分に期待できることから選定した。

・農－新－１の経営体育成基盤事業（皆別当）を説明。
かいべっとう

事業規模は、区画整理面積４２ｈａ、事業費８．１億円。事業を契機に、

１集落１営農法人の設立に取り組む。設立法人に面積の７４％を集積し、農

作業効率化、余剰労働力の活用による減農薬・減化学肥料米や市場性の高い
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「リンドウ」の栽培を行い、収益性の高い特色ある複合経営を目指す。

評価点は高く、有効性は、品目横断の参加割合が高いことや特別栽培農作

物の認証取得などの新しい取り組みを評価。効率性は、地形に応じた区画割

りなど可能な限りのコスト縮減に取り組み、Ｂ／Ｃも１．３９と高い。熟度

も地域一帯の積極的な姿勢に大仙市や地元ＪＡの信頼が厚いことや、同様な

悩みを持つ他地域の模範となっていることを評価。合計点が９０点、判定ラ

ンクⅠと優先度がかなり高いと判断した。

農地整備課：・農－再－３ 地すべり対策事業（桧ノ沢）を説明。
ひ の さ わ

「地すべり等防止法」において定められた、地すべり防止区域に対策工を

施し、被害の除去・軽減を行い、国土保全・民生の安定を図る事業である。

、 。事業期間がＨ１４年度～Ｈ２１年度であり 対象防止区域面積が７４ｈａ

集水井や水抜きパイプを放射状に施し、地下水排除、地下水位低下を図ると

いう工事内容。事業費が当初より増額になっているが、新たに地すべり兆候

が現れた箇所に、集水井を３箇所追加しているため。結果、完成予定年次も

Ｈ１８年度からＨ２１年度に延期している。進捗率が事業費ベースで７４％

であり、この後、のり面整備など、完成に向け推進を図る。

自己評価は、関係住民要望も高く、合計点８４点、判定ランクⅠというこ

とで事業継続と判断している。

水産漁港課： 水産基盤整備は、水産業の健全な発展・水産物の安定供給・環境等の調和

に配慮した豊かで住みやすい漁村を創出するため、Ｈ１４年度からＨ２３年

度までの漁港漁場整備長期計画を定め、一体的かつ総合的に整備することと

している。また、県北・中央・県南の水揚げ量が多い漁港を中核漁港として

位置づけ重点的に整備し、背後地の人命の安全・財産の保全を最優先にコス

ト縮減などに配慮しながら取り組んでおり、大規模整備は本長期計画を持っ

て完了となる。

・農－再－７ 水産基盤整備事業（金浦漁港）を説明。
このうらぎょこう

当漁港は、県南部の中核漁港であり、本県一の漁獲量を誇る。

事業期間Ｈ１４年度からＨ２３年度。事業費は防波堤計画の見直しなどに

より、当初計画時から１６億円減の４６億円となっている。沖防波堤・護岸

・アワビ増殖場などの整備が事業内容である。

事業目的の大きく四つ。マダイの人工種苗・中間育成、アワビの増殖場整

備などの「つくり育てる漁業の推進 。海草類の生育に配慮した防波堤整備」

などの 自然環境の保全と創造 静穏域確保による漁業日数の増加など 漁「 」。 「

業生産力の向上 。ＨＡＣＣＰ（ハサップ）対応型施設による「流通の効率」

化」である。

自己評価は、合計点８５点の判定ランクⅠで継続と判断した。

森林整備課： 木材価格の低迷、林業従事者の減少など情勢は厳しいが、森林が有する機
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能のうち特に温暖化防止に係る二酸化炭素吸収源機能に対する期待は高まっ

ている。期待に応えるには森林施業の基盤施設である林道は必要である。

・農－再－１０ 流域育成林整備事業（蒲台線）を説明。
がまだいせん

旧東由利町の基幹道三森山線から県道横手東由利線に至る林道であり、こ

の地域の森林作業の推進のみならず災害時の緊急迂回路の機能も併せ持つ。

事業期間は、Ｈ１４年度からＨ２１年度。事業費は計画時から変わらない

７．８億円。延長４．９ｍ、幅員４ｍの林道を整備するもの。

本地域には、突込み線形の軽車道しかなく、スギ人工林の間伐が進まず、

森林機能の低下が危惧されており、現道と本計画道路一体となった林道を開

設し、機械化などによる効率的な森林施業、労働環境改善が必要である。

自己評価は、現行では森林整備が進まず材搬出が出来ない。開設後は迂回

路としても活用できるなどから必要性は具備していると考える。また、緊急

性、必要性においては、利用区域のスギ人工林の７割が手入れが必要な４５

。 ． 、年生以下の林分であること 効率性はＢ／Ｃが３ ０５と高いことなどから

合計点が８５点、判定ランクⅠとなり、継続実施すべきと判断した。

○農林水産部所管事業について質疑応答

佐藤(万)委員：ほ場整備事業について、将来構想を考えた全体計画を基に事業展開をして

いるものと理解した。受益者負担が少ない形での実施を希望する。

農－再－４、ため池整備事業について、調査検討を行うため完成予定年度

が１年延期となっている。課題は解決及び維持管理に配慮して欲しい。

県 回 答： ほ場整備は新たな農業展開を支援する形で進める（農山村振興 。）

ため池整備事業は、堤体下流部の地山接合部から湿潤が確認され、本体に

影響はないと思うが、調査の上、維持管理に問題がないよう完全な形で供用

したく、１年延期している（農地整備 。）

澤口委員 ： ほ場整備について、今回の新規箇所が２件ということで、非常に狭き門だ

と感じている。各地域からほ場整備を行って欲しいという要望はどの程度あ

るのか。待っている箇所はないのか。

県 回 答： 便利にして欲しいというレベルの要望は相当数ある。その内、担い手への

農地集積率など、農政方針要件に満たないものが多く、県ではその地域にと

ってより有効な事業となるよう、将来展望・地元の高い意欲などにおいて目

標調整、合意形成の図られた熟度の高いものを事業選定している（農山村振

興・農地整備 。）

木村委員 ： 林道について、迂回路の機能はどの程度か。また、林業における担い手や

組織の問題など今後の課題についての考え方もお聞きしたい。
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県 回 答： 迂回路は、１０戸程度に対して機能すると考えている。また、担い手など

の課題については、林業従事者が減少している中、高機能林業機械による作

業の効率化や、その機械に興味を持つ若い担い手などの増加で補う対策が考

えられる。高機能機械の活用については、林道の整備が不可欠なことから、

今回事業は担い手にも大きく効果があると考えている（森林整備 。）

小西委員 ： 道の駅での農産物販売などの農業振興に比べ、漁業の振興は多少見劣りす

る。漁港整備を促進し、観光と結びつけた体験型漁港などが可能ではないか

と思う。食の安全・地産地消などからも漁業振興に力を入れ、追い風が来た

ときに、即対応可能な整備が必要ではないか。そういうことで、農－再－７

金浦漁港の減額について、詳しく説明して欲しい。

県 回 答： 減額見直しの内容は、基本的な施設をしっかりと作り、利便性の向上など

が目的の施設については、厳しい財政状況が好転してからの対応としたもの

であり、高コストである沖防波堤の延長を見直した。

、 、振興策としては道川などでも行っているが 道の駅・海の駅などと連携し

漁港を核とした観光化を図るという動きもある（水産漁港 。）

折田委員長： 県所有の漁港は何箇所か。

、 、 （ ）。県 回 答： 県管理１０箇所 市町村管理１２箇所 全県で２２箇所ある 水産漁港

、 。松橋委員 ： 現在把握している 改善が必要な林道は全県でどの程度の路線数あるのか

県 回 答： 面積当たりで把握しているが、現状は全国で１７ｍ／ｈａ、当県は６．７

ｍ／ｈａという状況だが、県目標として２０ｍ／ｈａ程度は最低確保したい

と考えている。当然予算や、土地所有者の関係もあるため、長期スパンで考

える必要がある（森林整備 。）

折田委員長： 国有林・民有林の整備主体は。また、総事業費について、事業総事業費に

記載している数値と、Ｂ／Ｃの計算で使用している数値が違うが。

県 回 答： 国有林は国が行う。県は民有林について行うが、広範な所有者が対象であ

る箇所を主に整備している。また、Ｂ／Ｃの計算については各省庁で手法を

定めているが、社会的割引率といって将来経費を現時点貨幣価値に換算して

いるため、事業費がおよそ４％少ない計算になっている（森林整備 。）

片野委員 ： ほ場整備で、耕作放棄地が増大しているという記載があるが、整備計画内

に放棄地は含むのか、排除するのか。また、含む場合は土地所有者と耕作者
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が異なるか。

県 回 答： 各地区の実情や考え方によって異なる。所有者が耕作する場合、利用集積

で法人が耕作者となる場合など様々なケースが考えられる（農山村振興 。）

折田委員長： ほ場整備後に担い手がいなく、休耕田になった事例はあるか。

県 回 答： 数値はこの場では不明だが、皆無ではない（農地整備 。）

○農林水産部所管事業について審議結果

折田委員長： 審議結果「県の対応方針を可」とする。

○建設交通部所管事業について説明

都市計画課： 当課所管の審議対象箇所３件のうち、事業規模が大きく、重点投資を行い

早期供用開始を目指している、建－再－１横山金足線を説明する。

・建－再－１の地方街路交付金事業（横山金足線）を説明。
よこやまかなあしせん

本路線はＳ５２年度から整備を開始し、国道１３号から小泉潟公園までの

． 、 、１９ ４ｋｍのうち 今回審議箇所の飯島北工区が唯一の未供用区間であり

事業期間Ｈ１０年度からＨ２２年度。総事業費７１億円、延長２．３ｋｍの

バイパス区間である。

目的は、国道７号と新国道交差点などの渋滞解消や、秋田組合病院へのア

クセス改善など。当初計画から約１４億円の事業費増だが、秋田市施行区間

との交差位置調整や、ガス管などの埋設物の移設が想定より発生したことな

どが要因である。進捗は今年度末で７０％。

自己評価は、秋田市の主要放射道路として位置づけられ、地盤対策工法の

見直し、材料の現場内流用などコスト縮減を積極的に実施しているうえ、Ｂ

／Ｃも高く、有効性・効率性・熟度の項目で高い評価となっており、事業計

画は妥当だと考える。

道 路 課：・建－継－６の地方道路交付金事業（鷹巣川井堂川線）を説明。
た か の す か わ い ど う か わ せ ん

事業期間Ｈ１４年度からＨ２１年度。総事業費４９．７億円。国道７号か

ら国道２８５号を結ぶ主要地方道であり、近傍のアクセス施設として、あき

た北空港や工業団地などがある。また、Ｈ２１年度開設予定の北秋田市民病

院アクセスなど物流・医療・福祉を支える重要幹線で重点的に進めている。

当路線は、幅員が狭く、旧基準橋梁などがあることから規格改良の必要が

ある。現在進捗率は、橋梁の金額が大きい影響もあり、事業費で約５０％で
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あるが、米代川に架かる中岱橋４１５ｍについて、昨年度からは上部工に入

、 、 。っており Ｈ２１年２月には橋梁が完成し 概ね全体が完成の見込みである

自己評価は、合計点で８５点となっており、機能や救急医療施設への重要

性を鑑み、継続は妥当であると判断する。

・建－再－２の国道道路改築事業（国道１０８号 前杉）を説明。
まえすぎ

事業期間Ｈ１６年度からＨ２６年度。総事業費４０億円。

幅員が狭く、急勾配であり、特に冬期において円滑な交通が極めて困難な

現況であったことからトンネルを含めた計画を行った。しかし現在までの地

質調査結果などにより、地すべりの可能性や、脆弱な土質性状であったこと

などが判明し、対策工検討結果、非常に多くのかかり増しが想定されること

から、ルートを再設定した。

当初計画時は１．７ｋｍ、４３億円であったが、対策工を加えると８５億

円に膨らむため、新しいルート２．５ｋｍを設定し、延長は長くなるが、構

造物などが従来より少なくなることにより事業費４０億円と抑えられるのも

のである。

見直しにより熟度は低くなっているが、必要性・緊急性・効率性が高いこ

とから引き続き実施すべきと考える。

河川砂防課： 当課所管の審議対象箇所１０件のうち、過去に市街地において甚大な被害

が発生した、発生のおそれが高かった箇所２件を説明する。

・建－継－１４の総合流域防災事業（福士川）を説明。
ふ く し が わ

河川が急勾配であり、川が周辺住宅地より高い天井河川となっており、洪

水氾濫時には被害が大きくなる傾向がある。本事業はＨ１６年に継続評価を

行っており、継続を可とする答申をいただいている。

過去最大被害であったＳ３８年と同規模の雨が降っても氾濫被害が発生せ

ず流下するよう計画している。また、家屋移転が多いことから交渉などに時

間を要しているが、県道橋までの２４０ｍを一連の区間としてＨ２２年度ま

でに完了する予定。全区間完成は、Ｈ３２年度だが、効率的な事業執行、コ

スト縮減などにより早期完成に向けた努力を行う。

・建－再－４の通常砂防事業（赤沢川）を説明。
あかさわがわ

付近に、水晶山スキー場、マインランド尾去沢、尾去沢中学校などがある

区域を流下している。人家が沿川に多くあり、土石流発生時には広範に甚大

な被害を及ぼし、地域生活に大きな影響を与えることが容易に想定されたた

め、Ｈ１０年度に事業化した。Ｈ１８年に継続可と答申されている。

中流部には人頭大の転石が多く見られ、人家流出に危険な状況である。上

流部は河川土砂が洪水時に流出し、河床低下が発生している。これらを防止

するため、河幅を拡大し、護岸や床固めなどを人家連端区域を中心とした９

１２ｍについて設置する。現在までに地域住民の要望により雪捨て場の確保
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、 、 。や 地すべり対応などに期間を要しているが Ｈ２２年度に完成予定である

、 、港湾空港課： 当課所管の審議対象箇所４件のうち 新規１箇所の秋田空港立体駐車場と

継続箇所の中で事業規模が大きい船川港重要港湾改修の２件を説明する。

・建－新－１１の秋田空港立体駐車場整備事業（秋田空港）を説明。
あ き た く う こ う

秋田空港は国内便１日１６往復便のほか韓国国際定期便週３往復便が運

行。利用者数約１３０万人で、東北では仙台空港に次いで２番目に利用者が

多い。駐車場利用台数は約２０万人で推移しているが、夜間駐車や長時間駐

車が多く負荷が増大している。

現在は第１から第３駐車場の容量は１，５３０台（非積雪期）であるが、

ＧＷ・お盆などのピーク時には容量を超えること、第３駐車場はターミナル

ビルから遠く、移動に１０分以上要すること、路上駐車も顕著であること、

積雪期の吹雪内移動や車両の除雪などに労力と時間を要することなどから、

それらの解消と利便性向上のため立体駐車場が必要である。さらには本整備

が、３年後の羽田空港の滑走路拡張に伴う増便を秋田空港に向ける大きなア

ピールとなること、その実現が、少子高齢化が顕著な我が県にとって国内外

交流促進の観点からも極めて重要と考えるものである。

立体駐車場は第１駐車場に設置、約１，０００台が駐車できる鉄骨構造と

、 。 ．し ターミナルビルと連絡通路で結ぶ これにより非積雪期の駐車容量が１

４倍となり、ピーク時においてもターミナルビル３００ｍ以内にほとんど駐

車可能となること、積雪時においてもピーク台数の収容が可能となるほか、

エレベーターの設置などにより安全性・快適性も向上する。来年度は調査設

計・関係機関調整を行い、Ｈ２１年度工事発注、Ｈ２２年度完成を目指す。

総事業費は約１３．４億円の見込み。

・建－継－２１の重要港湾改修事業（船川港）を説明。
ふながわこう

男鹿市脇本から金川に至る臨港道路生鼻崎線の２車線現道を４車線化する

もの。事業規模はトンネルを含むＬ＝３，２３１ｍ、事業期間Ｈ１４年度か

らＨ２０年度、事業費４１．６億円。

計画背景は、国道１０１号秋田天王線を経由し、秋田市と男鹿市を結ぶ重

要幹線道路を、これまで男鹿・天王地域で４車線拡幅を実施してきており、

本区間だけ残っている状態である。過去の交通量調査を見ても、２車線では

飽和状態であり、Ｈ１４に着手を決定。Ｈ１７においても約１８，０００台

／日と対Ｈ１１年比で１２％増加している。

現在進捗率は９１％で、今月１３日には第２トンネルを含む１，８００ｍ

を供用開始しており、全体完成すれば男鹿市から秋田市の区間が全４車線化

となり物流・観光や通勤・生活道路として重要な役割が期待される。

自ら評価として、一部区間の用地買収が難航しているものの、本区間完了

で全区間４車線化となることや地元要望が高いことなどから、合計評価点９

２点と高く、事業継続すべきと考える。
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建築住宅課：・建－継－２２の県営南ヶ丘住宅建設事業（南ヶ丘団地）を説明。
み な み が お か だ ん ち

、 、 、事業概要として 事業期間Ｈ１７年度からＨ２１年度 事業費約２７億円

事業の規模として公営住宅全体９１戸、集会所１棟、広場整備であり、今年

度は年次計画２期目の、住宅２０戸、集会所１棟を行う。

事業目的は、住宅に困窮する低所得者に対し、低廉な家賃で県営住宅を供

給するということで、来るべき高齢化社会に備えた秋田花まるっ住宅ガイド

ラインを作成し、それに対応した住宅とすることや、秋田杉の活用による、

モデル的な低層木造住宅団地を整備し、地元経済の活性化を図ることとして

いる。また、これまでの請負方式ではなく、民間ノウハウを活用した事業者

建設住宅を県が買い取る方式によりコスト縮減・品質確保も大きな目的の一

つとしている。事業進捗は昨年度繰り越しなどあったものの、現在は予定通

り進捗している。

自己評価は、住宅困窮世帯や県営住宅への応募者数が非常に多いことや、

費用便益についても０．５以上で福祉的効果が該当する場合は採択するとい

う国の基準に合致すること。事業進捗は予定通りであることなどから、合計

評価点が８８点と高く、事業継続妥当と考えている。

○建設交通部所管事業について質疑応答

佐藤(万)委員：建－再－２前杉について、ルート変更が、矢島中高連携校の開校予定に影

響があるのか。又、熟度に用地買収未着手とあるが今後の見込みはどうか。

、 ． 、建－新－１１秋田空港の評価基準点について Ｂ／Ｃが１ ０未満で０点

期待される具体効果も数値評価不可能など配点が低いが、吹雪時など利用者

の一人として不便を感じている。早期着手を希望する。着手すれば満足度も

向上するのでは。

県 回 答： 中高連携校は、交通安全における歩道の確保という観点から道路事業と密

接に関係する。可能な限り速やかに完成を目指す旨は、関係市町村通じ住民

へ連絡している。又、新ルートとすることで、ほ場など、新たに用地買収面

積が増えるが、本委員会で妥当と判断されれば、関係者説明など用地確保に

向け動きたい（道路 。）

空港駐車場のＢ／Ｃ配点が０点だが、国・文献でも評価指標が無く、検討

したが定量的に算出できず配点していない。そのため当課ではＢ／Ｃ項目を

カウントしない９０点満点の８１点と考えている。又、利用に不便をかけて

いることは申し訳ないが、県も必要だということで来年から事業化を行う意

向であるためご容赦願いたい（港湾空港 。）

澤口委員 ： 空港駐車場のＢ／Ｃについて、公共工事の側面から算出が困難なことは理

解できるが、民間で行うような収支計算は行っているか。
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県 回 答： 建設費、利益などの計算は可能だが、利益追求ではなく、公共施設利便性

向上という公共事業の特性から、民間のような収支は算出していない（港湾

空港 。）

澤口委員 ： 公共事業の側面からは理解しているが、収支計算など行わないと、台数に

ついてなど妥当性が主張できないと思うが。

県 回 答： 繁忙期の調査により、不足数が計測されている。その不足数を、ターミナ

ルビルから３００ｍ以内に非積雪期に９９％、積雪期にも７９％収容できる

という計画である（港湾空港 。）

進藤委員 ： 整備することにより観光振興に寄与するという記載があるが、数値を示す

などもう少し分析が必要ではないか。空港における立体駐車場整備はメリッ

トが大きく期待している。

県 回 答： 部としては観光・産業振興などを考えながら事業計画を立案している。数

値については、ネットワーク全体で分析している部分を、個別事業で示すこ

とは難しいが、今後研究は必要だと考えている（檜森建設交通部次長 。）

片野委員 ： 道路の改修で事故率が出てくるが、一覧表があればわかりやすい。八郎湖

汚濁に深く関与しているという意味で馬踏川だけでなく、豊川・井川などの

改修促進をお願いする。

県 回 答： 事故率一覧表は後ほど提供する（道路 。）

、 、 。 （ ）。河川改修は 馬踏川 豊川について進める 井川は改修終了 河川砂防

松橋委員 ： 現道の改良により利便性が向上し、交通量が増大することにより、地域住

民の生活、特に歩行者などの危険性が高まるのではないか。

災害について、これだけの広域な災害について、工事中箇所の被災がなか

ったかなど、全体の概要を教えて欲しい。

県 回 答： 日沿道鷹巣ＩＣの開通を睨み、大規模なネットワークとして本道路計画を

位置付けているが、交通安全は課題の一つであり、他計画道路と連携をとっ

て、大型交通をどう調整するかなどソフト含め対策したい（道路 。）

今回１７日の豪雨は、連続雨量が阿仁中心に２５０ｍｍ、鹿角でも２００

ｍｍであり、米代川、阿仁川、犀川などで被害、福士川でも事業計画箇所の

一部が護岸決壊するという状況となった。現段階の被害額は県市町村総額で

５２億円程度となっている（河川砂防 。）

、 、 、松橋委員 ： 今回豪雨時は ダム放流が大きく 放流警報後瞬く間に水位上昇が起こり
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逃げる間もなかったと聞いている。また、阿仁の商店街が報道などで注目さ

、 、 。れたが 大渕地区も堤防から越水し ほとんどの家屋に浸水した模様である

前回委員会でも話したが、河川の拡幅工事も必要だが、本当に危険な箇所

であれば、住居の住み替えを県が提案するという策も必要ではないか。街な

かの空き家が増えている中で再生という観点からも大切だと考える。

県 回 答： 大渕地区は県も把握しており、本日から仮工事に着手している。ダムにつ

、 、いては 入ってくる水の量より少なく放流するという操作を行っている段階

つまり貯留している段階で、ダム下流阿仁川は氾濫しており、確かに最大で

ダム計画の４４０ｍ３／ｓに近い４３０ｍ３／ｓを放流してはいるが、雨量

自体が２５０ｍｍを超えるなど想定を超える規模による洪水であったと考え

ている。貯留効果分、下流への影響を抑えているため、ダムが起因する氾濫

ではないこと、ダムがなければより大きな被害が想定されたことなどを理解

してもらうため説明は行っていく（河川砂防 。）

住み替え支援を手厚くという話だが、住宅は個人財産であるという民法上

の強い権限があるため、そこへの税金投入は理解が得られにくく提案は難し

い。今回の被災に対しては災害救助法などの使える支援策を利用していくこ

と、事前に危険箇所を把握している箇所には、崖地近接等危険住宅移転事業

という崖地付近の住宅除却やローン補充などが行える制度が既に存在し、そ

れらを活用することになる（建築住宅 。）

○建設交通部所管事業及び再度農林水産部所管事業について審議結果

折田委員長： 審議結果３９件全てについて「県の対応方針を可」とする。

（３）議案第２号 評価制度の改正点

、 、「 」事 務 局： 評価制度の改正点として 現行の評価種類の一つである 継続箇所評価

について、継続事業の妥当性を評価するものだが 「継続評価 「再評価」、 」

の２つの制度で運用している。この２つの制度は、評価手法は同じだが、評

価の対象、評価年に違いがあり、制度を複雑化している実態がある。

この制度の対象、サイクルを統一することにより、合理化、効率化を図り

たい。具体な改正内容は、国が定めた再評価の５年サイクルに対象年を統一

し、継続評価の３年サイクルを前回評価との点数差確認のみおこない、点数

差が５点と大きいもののみ審査対象とするよう効率化を図る。対象事業範囲

は補助事業全てと県単独５億円以上に統一する。

詳細は、添付の「制度改正前後のサイクル比較表」を参照のこと。

木村委員 ： 従来相当煩雑なことをしていたと改めて認識した。本内容だと点数チェッ
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クが非常に重要になると思うが、自己評価だけになるのか。

事 務 局： 点数の基準も含め委員会に報告を行い、ＨＰでも公表する。

（４）議案第３号 次回開催日について

事 務 局： 次回は１１月の下旬を目途に日程調整したい。

６ その他

事 務 局： 本日の議事録をまとめ答申案とともに委員確認の上、答申作業、ＨＰ公表

を行う。

＜ 終了 ＞


